
ＮＴＴの民営化と再編成について

平 成 １ ６ 年 ６ 月 １ ６ 日
日 本 電 信 電 話 株 式 会 社



Ⅰ. 組織（経営形態）の変遷

Ⅱ. 民営化

Ⅲ. 再編成

Ⅳ. 料金の低廉化とサービスの向上等

Ⅴ. 経営効率化への取り組み

Ⅵ. 経営戦略等



国営時代

逓信省

1885
Ｍ18年

1949
Ｓ24年

郵政省
を分離

1952
Ｓ27年

日本電信電話公社

1985
Ｓ60年

日本電信電話
株式会社

1999
Ｈ11年

Ⅰ ． 組 織 （ 経 営 形 態 ） の 変 遷

民営化
再編成

NTT（持株会社）

NTT東日本

NTT西日本

NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

ＮＴＴデータ分社（Ｓ63年）

ＮＴＴドコモ分社（Ｈ４年）

公社時代

・昭和２４年にＧＨＱの指示により、
逓信省が電気通信省と郵政省へ
分離。
（電信電話事業の経営組織を監督行
政的機構から脱皮させようとの趣
旨）

・昭和27年、し烈化する電話の需要
に対処するため、国家財政の枠を
脱した拡充資金の調達を図り、電
信電話事業を合理的かつ企業的
に経営することを目指して公社化。

・二大目標（①加入電話の積滞解消、
②全国自動即時化）の達成に向け、
数次にわたる5ヵ年計画を遂行し
経営を推進。

国際電信電話業務は、
国際電信電話株式会社
（ＫＤＤ）に移管(Ｓ28年）

・ユーザニーズの高度化・多様
化、技術革新に伴う自然独占
性の希薄化、技術的統一性の
必要性の減少等に対応して、
電気通信事業分野へ民間活
力を積極的に導入（競争導入）。

・昭和60年、経営の自主性を付
与することにより、創意工夫を
発揮し、効率的な事業運営を
可能とするため、公社を民営
化。

・公正競争の促進を図るとともに、
NTTの国際通信業務への進出
を実現することにより、国民の
電気通信サービスに対する多
様な需要への対応を可能とす
る。

・明治２年の電報取扱開始以降、電
信事業の所管は、民部大蔵省、民
部省、工部省と変更。

・明治18年逓信省設置。郵便事業と
併せて所管

【国営時代】 【公社時代】 【民営化と競争の導入】 【再編成】

1869
Ｍ2年

二大目標

①加入電話の積滞解消(Ｓ53達成）
②全国自動即時化(Ｓ54達成）

電気
通信省
※

民部
大蔵省
等

電気通信事業への参入
の自由化（競争の導入）

＜経緯・考え方＞

・平成11年、NTTを持株会社、
東西地域会社、長距離国際会
社の４社に再編成
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Ⅰ．予算統制

Ⅱ．民営化 Ⅱ-１．公社制度改革の必要性

Ⅱ．投資の制限

Ⅲ．資金運用の制限

Ⅳ．料金法定制

Ⅴ．その他

・臨時国庫納付金制度：国の財政危機に協力するため、特別立法に基づき昭和５６年度から４年間に
わたり総額６８００億円を拠出

・ 国庫預託義務

・公社法による出資規制：個別法定及び政令により出資対象範囲が具体的に限定、予算計上が必要

① 予算の国会議決
② 増加収入の使途限定
③ 経費の流用限定
④ 給与総額変更の制限
⑤ 業績手当等の支給制限

企業の業績に連動したインセンティブ等の

弾力的な対応が困難であった

・ 公衆電気通信法上、基本的なサービス等について料金を法定
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Ⅰ. 適用法律の変更に伴う対応

-１. 電電公社法から商法・税法等適用に伴う財務会計制度の抜本見直し
・国の出資財産確定のための固定資産等の棚卸（総額：約１０兆円）
・企業会計、税務会計導入に伴う固定資産計上、収益・費用計上基準等の見直しと、それに伴う
ｼｽﾃﾑ開発（100万ライン以上）

-２. 公労法から労働三法に変わったことに伴う労使関係の枠組みの見直し
・経営協議会の設置、争議行為に関するルール化等

-３. 電気通信事業法制定に伴う手続
・公衆電気通信法廃止、電気通信事業法施行に伴い、サービスの提供条件を全て契約約款で制定

Ⅱ. 競争対応、活性化のための組織等の見直し

-１. 機能別組織からサービス別事業部への抜本的組織改革（S60.11月に事業部制導入）
-２. 人事制度の見直し（ポストと処遇を切り離す「職能給」体系への移行）
-３. サービス展開、合理化のスピードアップ

Ⅲ. 新規事業の開発・展開とグループ事業経営

-１. 弾力的な投資活動による新規事業領域の拡大
-２. 本体業務のアウトソーシングによる効率化の推進

Ⅱ-２．民営化に伴う対応及び民営化後の業務運営
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Ⅲ．再編成 Ⅲ-1. 再編成の枠組み

NTTグループ特殊会社

一般会社
NTT
(持株会社)

NTT
東日本

NTT
西日本

NTT
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ

NTT
データ

NTT
ドコモ

(100％) (63.5％)(54.2％)(100％)(100％)

総資産：19.4兆円
売上高：11.0兆円
社員数：20.5万人
連結子会社347社

（注）（ ）内は議決権比率、数値は2003年度末
連結数値、及びＮＴＴドコモ数値は米国会計基準による。
データ、ドコモは連結数値

特殊会社法規制

１．事業
(1)持株会社
・地域会社の株式の保有
・地域会社に対する助言・
あっせんその他の援助
・基盤的研究開発業務
(2)東西地域会社は、
・エリア内の地域（県内）電気
通信業務（※）

２．責務
(1)ユニバーサルサービス確保（※※）

(2)研究開発成果の推進・普及
３．規制
(1)政府の株式保有義務(1/3以上)
新株発行認可制
(2)外資規制（1/3未満）
(3)その他
・事業計画、定款変更、合併等、

（以上3項目※※） 、利益処分
役員選解任の認可制等

・持株会社の下に、各事業会社が独立法人として、独立採算の下に事業運営
・持株会社、東・西地域会社の３社は特殊会社

総資産：4.3兆円
売上高：2.2兆円
社員数：14,900人

総資産：8.6兆円
売上高：2,581億円
社員数：3,050人

総資産：4.2兆円
売上高：2.1兆円
社員数：13,750人

総資産：1.5兆円
売上高：1.1兆円
社員数：7,700人

総資産：1.0兆円
売上高：8,467億円
社員数：17,400人

総資産：6.2兆円
売上高：5.0兆円
社員数：21,250人

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社（78社）

ＮＴＴエムイー
地域ｻｰﾋﾞｽ会社等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社（51社）

ＮＴＴネオメイト
ＮＴＴﾏｰｹﾃｨｸﾞｱｸﾄ等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社（48社）

ＮＴＴ-ＰＣ
ＮＴＴ ＵＳＡ 等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社（68社）

データシステム技術
等

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社（71社）

ドコモサービス
ドコモエンジ 等

※ 地域会社にかかる規制
※※持株会社、地域会社双方にかかる規制
（無印のものは持株会社のみにかかる規制）４



Ⅰ. 再編各社へのサービス・資産等の切り分け

-１. サービスの長距離会社／地域会社への帰属決定、契約約款等の整備
・２８件、１，３００ページを超える契約約款の制定・見直し
・各種引継ぎに関し、ＮＴＴ西日本だけで、Ａ４ファイルボックス６万個に及ぶ業務関連資料を移管

-２. 必要な資産（設備等：総額約１１兆円）の移行
・備品にいたるまで全て現況調査を実施、帰属決定

-３. 各種システムの切替（500万ﾗｲﾝを超える膨大なｼｽﾃﾑ開発）

-４. 再編各社への事業引継、権利義務承継に係る再編成実施計画の作成
・備品にいたるまで全て現況調査を実施、帰属決定し、郵政大臣に認可申請（８,３００ページ超の膨大な量）

Ⅱ. 人員、組織の移行

-１. 再編成後の組織に対応した「会社別移行本部」の設置
・新体制下での業務運営の事前検証（プレ体制）も実施
・再編成各社に対応した労使関係の枠組みの整備（組合組織も地方本部を廃止し、企業別本部に再編成）

-２. 大規模な人員移行
・支店所属人員・グループ会社出向者を除いて約５６，０００人の異動・所属替を実施
・本社機能整備のための人材調整
・事業部制で権限委譲していた支社の機能・業務の本社・支店への移管
・雇用契約の承継

Ⅲ-2. 再編成移行準備
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（注１）固定電話（加入電話＋ＩＳＤＮ）の2004年以降の加入数はＮＴＴの予測値。

（注２）移動電話加入者数は、ﾓﾊﾞｲﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞ推進ｺﾝｿｰｼｱﾑ（ＭＣＰＣ）の予測値。

（注３）インターネット利用者数 は、㈱情報通信総合研究所の予測値。

（注４）ブロードバンド利用世帯は「e-Japan戦略」の目標値。

＊固定網と移動電話の重複利用は１とカウント（＊）

（2000.12）

移動電話

2,000万

4,000万

6,000万

8,000万

94.3 95.3 96.3 97.3 98.3 99.3 00.3 01.3 02.3 03.3 04.3 05.3 06.3

●

ブロードバンド
（光+ＡＤＳＬ+CATV）

インターネット
（固定網+移動電話利用）

97.6
改正NTT法
成立

96.12
NTT再編成
合意

99.7
NTT再編成

固定電話加入数 6,007万
(2004.3末実績）

Ⅳ．料金の低廉化とｻｰﾋﾞｽの向上等 Ⅳ-1．通信分野における市場構造の変化

●
固定電話（加入＋ISDN）

●

移動電話加入数 8,666万
(2004.3末実績）

●
ブロードバンド加入数

1,492万
(2004.3末実績）
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Ⅳ-２. ブロードバンド接続回線サービスの料金の国際比較

（出典） ITU Internet Reports 2003: Birth of Broadband(2003年9月)
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日本

単位：Ｋｂｐｓ

・ ブロードバンド接続回線サービスの通信速度

（ADSLの下り速度）

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙと米国は、ｹｰﾌﾞﾙｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

の下り速度

○日本のブロードバンド接続回線サービス（ＡＤＳＬの下り速度）を国際比較すると、通信速度は最速値、
単位速度（100Kbps）当りの料金は最安値である。

・ 通信速度当りのブロードバンド接続回線サービスの料金

（データ伝送量100Kbps当りの費用）
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3.25

2.71

2.56

2.21

1.27

1.15

0.25

0.09

0 1 2 3 4 5 6 7

ﾉﾙｳｪｰ

ｵｰｽﾄﾘｱ

ﾃﾞﾝﾏｰｸ

ﾄﾞｲﾂ

ｲｽﾗｴﾙ

米国

ｵﾗﾝﾀﾞ

ｶﾅﾀﾞ

ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

ﾏｶｵ(中国)

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

香港(中国)
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Ⅳ-3．通話料の低廉化（平日昼間3分間）

50

100

150

200

250

300

350

400

1985年
4月

86年 88年 90年 92年 94年 96年 98年 2000年 02年 2003年
12月

10円

400円

360円（88年2月）

330円（89年2月）

280円（90年3月）

240円（91年3月）

200円（92年6月）

180円（93年10月）

140円（96年3月）

110円（97年2月）

90円（98年2月）
80円（01年3月）

ＩＰ電話通話料

長距離（最遠）通話料

市内通話料

（円）

8.5円
（01年5月） 8円

○通話料は、通信自由化以降、急激に低廉化している
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Ⅳ-4．専用線料金の低廉化（デジタル 1.5Mb/s）

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｱｸｾｽ
（15km）

. .

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

1985年
4月

86年 88年 90年 92年 94年 96年 98年 2000年 02年 2003年
12月

（千円）

360千円

ﾊｲｽｰﾊﾟｰﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ
（15km）

4,400千円

3,850千円（87年8月）

3,400千円（89年5月）

3,150千円（90年3月）
3,000千円（91年3月）

2,700千円（94年2月）

1,672千円（95年9月）

345千円
（89年5月）

337千円
（90年3月） 152千円（98年4月）

ﾊｲｽｰﾊﾟｰﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ
（500km）

1,466千円（00年4月）

○専用線料金は、通信自由化以降、長距離を中心に、急激に低廉化している
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Ⅳ-5.  電気通信事業における制度の変遷

1985年（S60）

1987年（S62）

1990年（H2）

1995年（H7）

1996年（H8）

1997年（H9）

2000年（H12）

2001年（H13）

電電公社民営化、電気通信事業自由化 （公衆電気通信法廃止、電気通信事業法およびＮＴＴ法施行）

ＮＣＣ市外通話参入
長距離の黒字で市内の赤字を補填していた収支構造を前提に、黒字部分
へクリーム・スキム的に参入

ＮＴＴ分割論議（電気通信審議会）
ＮＴＴの市内・市外分離を答申

ＮＴＴ、ネットワークオープン化宣言

持株会社の下でのＮＴＴ再編成の決定

◆接続ルールの制定
（指定電気通信設備規制の導入）

○ＮＴＴ再編成

◆接続料金に長期増分費用方式
（ＬＲＩＣ）を導入

◆非対称規制の導入
ダークファイバの本格提供

ＮＴＴは分離分割に反対
・市内料金値上げなど、サービスの低下
・全国的サービス展開、ネットワーク高度化に支障
・電気通信の国家的安定性の低下 等

・技術的に不可能等の場合を除いて全ての要望に応える
・他事業者とＮＴＴ網との相互接続の条件については、
「公平・公正、内外無差別」とする

基本料値上げ（リバランス）

1999年（H11）

2004 年（H16） ◆事業区分の廃止。料金・約款規制の原則廃止（ＮＴＴ東西への非対称規制は一部残置）

・ＮＴＴ東西内の採算地域黒字で不採算地域赤字を賄えな
い部分のみを基金で補填
・ＮＴＴ東西も基金を拠出する仕組み
・基金の算定にあたって、仮想的な長期増分費用モデル
を採用。サービスを提供する際の営業費用も除外

・能率的な経営・適正な原価に基づく接続料算定
・接続条件の約款化・接続会計報告書の公開義務

2002年（H14） ◆ユニバーサルサービス基金の導入

1998年（H10）
◆料金認可制→届出制へ移行
（ＮＴＴはﾌﾟﾗｲｽｷｬｯﾌﾟ規制（00.10～適用）） ・現時点で最も低廉で効率的な設備と技術の利用を前提

とした仮想的なモデルの費用を用いる方式
・実際のコストは回収できない仕組み

◆事業法の改正、○ＮＴＴ法の改正10



【加入系ﾉｰﾄﾞﾋﾞﾙ】

電話系電話系 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続系専用線系専用線系

光

【中継ﾉｰﾄﾞﾋﾞﾙ】

専用回線
ﾉｰﾄﾞ装置

専用回線
ﾉｰﾄﾞ装置

中継交換機

中継ルータ

LXMLXM 加入者回線
終端装置

加入者回線
終端装置

主配線盤 光配分架

加入者
ルータ

機能ﾒﾆｭｰ

加入者
交換機

Ｉ
Ｓ
Ｍ

メタル 光

地域ＩＰ網

DSLﾓﾃﾞﾑDSLﾓﾃﾞﾑ

Ⅳ-６．ネットワークのオープン化

他
事
業
者
網

他
事
業
者
網

ＺＣ

ＧＣ

ISM ：I-interface Subscriber Module
LXM：subscriber Line X-connect Module

ZC ：Zone Center
GC：Group unit Center
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Ⅴ. 経営効率化への取り組み Ⅴ-1．ＮＴＴ民営化後の従業員数の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

79 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 2001 2002 2003

88.7
データ
営業開始

92.7
ドコモ
営業開始

92.12
ﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ
営業開始

97.9
ｺﾑｳｪｱ
営業開始

99.7
再編成

21.5 21.322.4 22.4

13.8 13.0 11.9 10.6
旧ＮＴＴ１社ベース

固定系３社計

2002.5
構造改革

4.0

20.7*

4.9 5.1 5.3
5.8 6.0 6.3 6.4 6.5 6.7 7.0

7.9

8.8
9.5

9.7
10.4

11.4
11.0 10.9

（人）
（連結ベース）

<14>

<12>

<10>

<8>

<6>

<4>

<2>

<0>

営業収益
<兆円>

営業収益の推移
（ は米国会計基準）

■：ＮＴＴ
■：東西コム
■：その他連結会社

ピーク時
32.9万人

民営化時
31.4万人

11.0

3.6

20.5

＊）０３年度より新たに連結子会社とした会社の従業員数を含めた場合、21.1万人となる

～97.11
TE委託事業拡大
（所内系設備運営
業務等事業化）

▲10.9万人

固定系３社の人員数推移（万人）

0.70.70.70.70.7Ｃｏｍ

1.41.55.15.86.5西

5.4

00

1.5

03

1.8

02

4.8

01

5.8

99

東

年度
会社

連結対象子会社
４１，３００人

４，４００人

１６，６００人

６，３００人

１４，０００人

Ｈ１４

Ｈ１２・Ｈ１３

Ｈ９・Ｈ１０

Ｈ５・Ｈ６

第３回

合計

第４回

第２回

第１回

希望退職者数

持株

(S60) (S61) (S62) (S63) (H元) (H2) (H3) (H4) (H5) (H6) (H7) (H8) (H9) (H10) (H11) (H12) (H13) (H14) (H15)(S59)(S55)

(1社)

(1社)
(1社)
(1社)

(2社)

(10社)

(30社)

(39社) (39社)
(40社)
(33社) (56社) (65社)

(128社)

(334社)

(347社)
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◆インターネット向けの
料金定額化・低廉化

（世界水準の実現）

◆更なる競争激化
（値下げ競争、新規

参入等）

事

業

構

造

改

革

◆ 増収努力

◆ 聖域なきコストダウン

収

益

費

用

・ブロードバンド化、光アクセスサービス等

・徹底したアウトソーシングによる
事業運営体制の変革

・支店統廃合等による事業運営
の抜本的効率化

・物件費等の徹底削減

・雇用形態の多様化等、人的コス
トの見直し

◆電話⇒ＩＰへの
需要構造変化

Ⅴ-２．事業構造改革の必要性
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Ⅴ-３. 業務の抜本的なアウトソーシング

グループ会社へ流動
（計 6,500人）

Ｈ１２ ： ６，５５０人
Ｈ１３ ： １０，０５０人
Ｈ１４ ： ４，４００人

希望退職＜ＮＴＴ東西＞
（計 21,000人）

ＮＴＴ東西

既存子会社

ＮＴＴ東西
（合計 36,000人）

企画・戦略、設備構築・管理、

サービス開発、法人営業 等

アウトソーシング会社
（合計 101,000人）

（地域単位）

設備系 （計 56,000人）

営業系 （計 41,000人）

共通系 （計 4,000人）

東 ： 「17支店」単位にｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ会社設立

西 ： 旧30支店を統合した「16支店」単位に設立

＊NTT東西の人員数はH14.5.1現在（構造改革実施時点）

＊51歳以上の社員は退職・再雇用（賃金水準地域毎に▲15～▲30％）

50歳以下でアウトソーシング業務に従事する社員は在籍出向

４．１万人

６．０万人

３．６万人
*

14

企画・戦略、設備構築・管理、

サービス開発、法人営業

等

注文受付、

設備オペレーション 等

ＳＯＨＯ販売 等

故障修理、通信機器販売

等



Ⅴ-４. ＮＴＴの人事・賃金制度の変遷

加入電話

移動電話 インターネット
ＩＳＤＮ

6,000万

3,000万

S27 H3S60 S63
電電公社発足 民営化 ＮＴＴ

再編成

H11
ﾃﾞｰﾀ
分社

ﾄﾞｺﾓ
分社

◆個々の社員が発揮した「成果・業績」を重視する人事・賃金体系

◆月例給の年功的要素・固定的賃金ｳｪｲﾄの縮減

◆ボーナスの個人評価の反映幅を拡大

◆ポスト、年齢と処遇が密接にリンク

◆ポスト、職務の重要性・困難性に基

づき格付け、処遇＝職務給

◆業務が固定的で定型的な時代に適

した処遇制度

◆ポストと処遇は切り離し

◆個々の社員の「能力」に基づく人事・賃金体系

＝職能給

◆定期昇給に伴う年功的な賃金制度の存続

◆中長期的な評価結果の「昇格」への反映

年功型給与体系 能力・年功折衷型給与体系 成果・業績重視型給与体系S27～S59 S60～H12 H13.4～

H14
構造改革

H16

S60.4～

◆ S59時点の
国家公務員
等退職手当
法を準用

H4.4

◆ 定年制の導入

◆ 企業年金の導入

◆ 転進援助制度

の導入

H5,H6

◆ 希望退職の実施

H9.4
◆ NTT厚生年金基金・
健康保険組合設立

退

職

関

連

H9,H10

◆ 転進援助特別措置

H12～H14

◆ 希望退職の実施

出向・転籍
制度等

S60.11～

◆「出向制度」を導入

し、民営化後の子
会社化に対応

S63.11～

◆「転籍制度」を導入

（ＮＴＴデータ分社が契機）

H12

◆出向・転籍一時金の

廃止

（グループ経営推進のため）

・再雇用者の賃金水準は地域毎に▲15～▲30％ﾀﾞｳﾝ

H15.4
◆ 退職手当制度の見直し（ポイント制導入）

◆ 転進一時金の廃止

H14.4

◆ 企業年金の利率見直し

H13.4

H14.5
◆退職・再雇用の仕組み導入

H14.5

◆福利厚生の見直し

・カフェテリアプラン導入

・社宅使用料見直し

H16.4

◆裁量労働制を

導入

（研究所対象）

H16.4
◆新企業年金制度への移行
・ｷｬｯｼｭﾊﾞﾗﾝｽ（市場金利連動型）制度導入

H11.4

H15.9
◆ NTT厚生年金基金代行返上（将来期間分）

9,000万

◆ ｷｬﾘｱｽﾀｯﾌ導入
（定年退職者の再雇用制度）
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経営やビジネスのイノベーションを目指す
企業の戦略的IT投資の比重拡大

異業種企業やベンチャーの参入など事業
者間の競争激化

情報サービス市場

本格的な「ブロードバンド時代」の到来

－ADSLの継続的拡大、光アクセスの急
速な普及

－ブロードバンドネットワークとアプリケー
ション・ コンテンツの相乗的発展

多様なビジネスモデルに基づく事業者間
の競争激化

ブロードバンド市場

音声関連収入（電話・専用線）の減少

－携帯電話、定額制サービスの影響に加
え、VoIP の利用が急速に拡大

固定電話市場

市場の成熟により量的拡大は鈍化

料金の低廉化、端末の高機能化、アプリ
ケーションの高度化によるサービス競争の
激化

第3世代携帯電話（3G）利用者の拡大に
伴いモバイルマルチメディア化が加速

移動通信市場

16

Ⅵ. 経営戦略等 Ⅵ-1．NTTグループを取り巻く市場環境の変化



Ⅵ-2． 3ヵ年経営計画（2003～2005）の概要

• ブロードバンド市場の急速な拡大と固定電話市場の縮減
• 移動通信の成熟とモバイルマルチメディアの高度化・多様化
• SI市場の競争激化と新たなITサービス需要の拡大
• 国際市場の変容

I.  市場環境の変化

II.  具体的な取り組み

•サービスコンセプトとサービス開発体
制の早期整備

– リアルタイムなエンド・ツゥ・エンド型
コミュニケーションを中核とする

サービス

•グループの総合力を活かした積極的
な市場開拓

– アクセスサービス
– IPサービス等
– ソリューション

1. レゾナントコミュニケーション環
境の早期実現

•レゾナントコミュ
ニケーション環

境を支える基盤

技術の創出

• 「デスバレー問
題」の克服に向
けたR&Dマネジ
メント改革

2. R&Dの活性
化

•グローバルIP
ソリューション

•モバイルマルチ
メディア
– 第3世代移動通
信

3. 国際事業

•グループとしての財務
マネジメントの強化

•適正な情報開示の推進

5. グループマネジメン
トの強化

III.  3ヵ年経営目標 （2005年度、連結ベース）
営業利益 1.6兆円
EBITDAマージン 33%
営業フリーキャッシュフロー 1.9兆円
ROCE 7%

•アウトソージング会
社の活性化と新ビ

ジネスの拡大

•優良子会社のIPO
やアライアンスを通

じた事業領域の拡

大

4. 構造改革の継
続的推進
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Ⅵ-３．民営化後のＮＴＴ株式売却・配当及び租税負担の状況

（年度別・億円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

85年度 86年度 87年度 88年度 89年度 90年度 91年度 92年度 93年度 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 99年度 00年度 01年度 02年度 03年度

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

株式売却及び配当

法人税・住民税及び事業税

合計額累計

（累計額・億円）

約21兆円

民営化以後の株式売却・配当及び租税負担
（法人税・住民税・事業税）の総額は約21兆円

民営化前は
・法人税
・住民税
・事業税
は非課税

※昭和５６年度から４年間にわたり、国の財政危機に協力するため、特別立法に基づき総額６８００億円を拠出

株式売却・配当：14.5兆円
租税負担：6.6兆円
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Ⅵ-４.  ＮＴＴ株式売却の経緯

500

1,000

2,000

（万株）

1,500

85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03

（年度）

85.4
民営化
1,560万株

（1,560万株）

（520万株）

（1,020万株）

86.10～11
第１次売出
195万株

発行済株数

政府保有株数

87.11
第２次売出
195万株
（累計390万株）

88.10
第３次売出
150万株
（累計540万株）

95.11
株式分割（注1）
(1,591.2万株)

（注1）95.11.24に1株を1.02株に分割（データ上場の株主還元措置）
（注2）NTTの自己株式取得に応じ、政府は1999.7に48,000株、2002.10に91,800株、2003.10に85,157株を売却。

（1,040万株）

政府保有義務

（530.4万株）

98.12
第４次売出
100万株
（累計640万株）自己株取得

（注2）

(1,586.3万株)

99.11
第５次売出
95.2万株
（累計740万株）

自己株消却
(1,583.4万株)

公募増資（30万株）

2000.10
第６次売出
100万株

（累計840万株）

自己株消却
(1,593.2万株)

（514.7万株）

2002.10
自己株取得
（注2）

2003.10
自己株取得
（注2）

（1,574.1万株）

（722.7万株）

自己株消却

自己株消却

政府の売却可能株数はあと208万株
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